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研究成果の概要（和文）：情緒や心理的問題を抱える子どもの生活に関して教師からインタビューを行い、逐語録から
グラウンデッド・セオリー・アプローチによる解析を行った。その結果、社会的な問題背景と子どもの問題行動との関
連が強いことが示唆されたため、子どもの権利条約の浸透状況について地方自治体での現状を尋ねるアンケート調査を
行った。その結果、子どもの権利条約最終所見を知っている自治体は、全自治体の7%にすぎず、自治体担当職員の最終
所見の認知度が極めて低いことから、広報や研修など意識向上の必要があることが示唆された。さらに子どもと周りの
大人との関係の貧困さの実態として自治体が直面した最も困難な子どもの問題は虐待であった。

研究成果の概要（英文）：The object of the present study was to identify the reasons why the children lost 
the emotional wellbeing in Japan. First, we analyzed the interviews of the trained teachers based on the g
rounded theory approach. The results suggested that the social background were strongly related to the chi
ld psychological problems. Second, we performed the questionnaire of the recommendation concerning of the 
convention of child rights in United Nation for the local government in all over Japan. The results were t
hat the levels of recognition on the recommendation concerning of the convention of child rights in United
 Nation in the public servants of the local government in Japan were 7%, suggesting that the advertisement
 or improvement of awareness on the topics would be needed. Also, the difficulties of the local government
 had faced, were child abuse as the present poor situation between children and adult peoples around child
ren.
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１．研究開始当初の背景 
2010 年 6 月国連子どもの権利委員会は、日本
政府の報告審査最終所見において「本委員会
は、驚くべき数の子どもが情緒的幸福度の低
さを訴えていることを示すデータ、並びに、
その決定要因が、子どもと親および子どもと
教師との間の関係の貧困さにあることを示
すデータに留意する(パラグラフ 60)」「子ど
もおよび思春期の子どもの情緒的および心
理的幸福度の問題に対応するための実効的
な措置をとることを勧告する(パラグラフ
61)」「子ども特に思春期の子どもの自殺に対
応するための締約国政府の努力に留意する
が、子ども及び思春期の子どもによって自殺
がなされていること、並びに、自殺及び自殺
未遂に関連する危険因子に関する研究が欠
如していることを依然として懸念する。(パ
ラグラフ 41)」などの勧告を行っている。子
ども時代に親からの拒絶や虐待、過度のしつ
けなどで親との関係が健全でない状態は、大
人になった時の鬱病発症の予測因子となり
うるが、子どもにとって教師や友人との関係
性もその情緒的心理的幸福度にとって見逃
せない因子である。一方、ヒトの抑鬱度や心
理的ストレス状態は、神経心理学的検査や問
診、画像検査に加えて生化学・炎症指標の活
用が検討されてきた。唾液中もしくは血中コ
ルチゾール、Ｃ反応性タンパク質(CRP),イン
ターロイキン(IL)-1,IL-18, BDNF 濃度と
脳神経系の炎症との関連が報告されている。
申請者らも、ストレスタンパク質の一つであ
る熱ショックタンパク質Hsp72が健常者に比
べて鬱病患者では、極度に高値を示すことを
発見しており、これらの生化学指標が、健康
自己評価や就学年数などの心理・社会的変数
ともよく関連することを報告している。 
２．研究の目的 
 本研究はストレス・抑鬱状態についての問
診を行い、これら生化学指標との関連を検討
することを目的とした。さらに、子どもの生
活や社会的背景とストレス状態との関連性
を探り、地域社会や教育現場での様々な取り
組みがストレス状態に与える影響を検討し
た。 
３．研究の方法 
(1) 日常生活に情緒や心理的問題を抱える
子どもと全く問題を抱えていない子どもに
ついて、生活や友人、保護者、教師との関係
に関して教師からインタビューを行い、文章
化した逐語録からグラウンデッド・セオリ
ー・アプローチによる解析を行った。 
(2)社会的な問題背景と子どもの問題行動と
の関連が強いことが示唆されたため、日本の
社会的問題背景の一つとして、日本における
子どもの権利条約の浸透状況について各地
方自治体の現状を尋ねるアンケート調査を
行い、各自治体での子どもの問題やそれに対
する取り組み、解決困難な点などを明らかに
することを目的とした。全国地方自治体を対
象に子どもの保護と育成に関する質問紙調

査を行った。 
４．研究成果 
(1) 子どもの個別インタビューから、社会的
な問題背景と子どもの問題行動との関連が
強いことが示唆された。 
(2) 地方自治体調査 
a.調査の回答率は、22.4％であった。近畿と
九州・沖縄の回答率が他地方より低い傾向が
観察された。 
b.自治体ごとの子どもの権利に関する施策
の基本的考え方として、「子どもの最善の利
益を保障する(318 自治体、70.4%)」、「子ども
を有害なものから保護する(296 自治体、
65.5%)」、「子どもがルールや道徳を守れるよ
うに育てる(283 自治体、62.6%)」、「弱い立場
の子ども（障がいのある子、差別されている
子、外国人など）を保護する(282 自治体、
62.4%)」などの項目が重視され、「子どもの
自己決定をできるだけ尊重する(187 自治体、
41.4%)」、「子どもの社会参加、政治参加を実
現する(136 自治体、30.1%)」などの項目を重
視している自治体は比較的少なかった。 
 子どもの最善の利益保障を重視しながら
も子どもを保護し、規則や道徳を守る教育行
うことに施策の基本理念を置き、子どもの自
己決定や社会参加、政治参加、自立などの理
念を施策の基本的考え方に据えていない傾
向があった。 
c. 自治体の権利条約実施について回答し
たのは 114 か所(28%)であった。残り 338 の
自治体から回答はなかった。実施している
内容として「自治体ＨＰで条約を紹介し（41
自治体、9.1%）」、「母子手帳に条約を載せて
いる(36 自治体、8%)」、「自治体職員に条約紹
介をしている(40 自治体、8.8%)」などの内容
が多く、「職員の研修活動をしている(24 自治
体、5.3%)」自治体はその半分であった。ま
た、「国連『最終所見』の広報、普及活動を
している（2自治体、0.4%）」、「地域オンブズ
パーソンの設立を支援している(3 自治体、
0.7%)」自治体は、わずかであった。この設
問は、他の設問の回答率に比べて極めて回答
数が少なく、「子どもの権利条約」について
実際に自治体で取り組んでいる内容が少な
いことが推察された。 
d.最終所見を知っていたと回答した自治体
は、139 か所（３２％）であった。残りの７
割近い自治体は、最終所見の存在を知らず、
「知っていた」という自治体であっても「名
前は知っているが、内容は概要程度 (58 自治
体、12.8%)」、もしくは「名前だけ知ってい
る(75 自治体、17.2%)」と知名度が低かった。
「名前も内容もわかっている」と回答した自
治体は、わずかに６自治体(1.4％)であった。 
 「知っていた」と答えた 139 自治体の回答
において、「どこで最終所見の存在を知った
か？」という問いについて、有効回答数 129
自治体のうち 72 件が報道、インターネット
で自ら調べており、研修等職務上の資料など
で知ったとの回答は、57件であった。 



 最終所見を「知っていた」もののうち、最
終所見の内容について一番印象的な事柄に
ついての回答は、５０自治体からあった。 
e.子どもと身近な大人との人間関係は貧困
で、荒廃しているために幸せに成長していな
いか？という質問の有効回答数は391自治体
であった。最も多かった回答は、この国連の
勧告は、「あまりあてはまらない」 (258 自治
体、66%)というものであった。しかし、「わ
りとあてはまる 」(99 自治体、25.3%)という
回答も次に多かった。この設問の選択理由を
287 自治体が回答しており、子どもと大人の
関係について、各自治体の具体的な例が記入
されていた。親子関係の問題として虐待や核
家族化による問題が多いが、同時に地域の中
で子どもを守り育てる気風が存在し、大きな
問題を感じていないという意見も多かった。
しかし、自治体としてもかなり虐待の増加を
感じており、親子関係の貧困さや荒廃が虐待
に至っていることを懸念している記述が多
かった。 
f.子どもにかかわる職員が一人ひとりの子
どもの声に耳を傾けるようにすることを重
視しているかどうか.という質問の有効回答
数は、413 自治体であった。子どもにかかわ
る職員が子どもの声に耳を傾けることを「非
常に重視している」、「重視している」と回答
した自治体は、９割近かったが、１割は重視
していないという回答であった。子どもの声
に対する具体的な施策内容として、スクール
カウンセラーの設置や少人数学級の導入、研
修制度などがあげられていた。 
g.子どもの一人あたりの職員の人件費を計
算しているかどうかについて回答している
のは 434 自治体であった。うち計算している
と答えた自治体は、３３件(7.6%)であり、ほ
とんどの自治体が子ども一人当たりの職員
の人件費の計算を行っていなかった。金額の
記入は、保育園が最も多く、幼稚園、小学校、
中学校、高校の順に記入した自治体数が減少
していた。最高金額と最低金額が大きくはな
れているので、果たして子ども一人当たりの
金額が計算されており、人件費に注目してい
るかどうかについては疑問が残った。         
考察 
(1) 日本における子どもの権利条約の浸透
状況 
  本調査の回答率(22.4%)から鑑みて、子
どもの権利条約及び国連の最終所見に対す
る自治体の関心が高かったとは言いがたい
が、少なくとも全国の地方自治体で約２割の
自治体はこの問題に関心を持ち、真摯に回答
したことは確かであり、今後の日本の子ども
の権利向上のために不可欠な組織及び人的
資源といえよう。しかし、実際に最新の最終
所見を知っていたと回答した自治体は、139
か所（３２％）であり、2013 カ所の地方自治
体数からみれば 7%にすぎず、自治体の担当部
署の職員における最終所見の認知度の低さ
は日本の大きな問題であった。また、「どこ

で最終所見の存在を知ったか？」という問い
について、有効回答数 129 自治体のうち 72
件が報道、インターネットで自ら調べており、
研修等職務上の資料などで知ったとの回答
は 57 件であったことから、広報、研修、意
識の向上がさらに必要である。 
「ありのままに受け入れられる身近な大人
との人間関係を実現する」、「子どもの自己決
定をできるだけ尊重する」、「子どもの社会参
加、政治参加を実現する」などの項目を基本
理念に設けている自治体ほど国連最終所見
の存在や内容を有意に熟知しており(３項目
とも P<0.01、「職員の研修活動をしている」、
「国連『最終所見』の広報、普及活動をして
いる」、「地域オンブズパーソンの設立を支援
している」(それぞれ、P<0.01, P<0.05, 
P<0.05)などの子どもの権利条約に対してよ
り踏み込んだ施策を実施している自治体ほ
ど国連最終所見の存在や内容を有意に熟知
していた。このことは、権利条約や国連最終
所見の認識が向上することでより広範囲に
わたる権利向上のための施策が行われる可
能性を示唆している。 
(2) 地方自治体における子どもの問題 
 国連「最終所見 6．基礎的保健および福
祉」パラグラフ 60.では『多くの子どもが情
緒的幸福度の低さを訴え、その決定要因が子
どもと親および子どもと教師との間の関係
の貧困さにある』ことを示している。この記
述が、子どもの実態にあてはまるかどうかを
尋ねた設問において、最も多かった回答は、
この国連の勧告は、「あまりあてはまらない」 
(258 自治体、66%)というものであった。しか
し、「わりとあてはまる 」(99 自治体、25.3%)
という回答も次に多かった。この設問の選択
理由として最も多かった例が虐待であった。
よって、子どもとまわりの大人との関係の貧
困さの実態として自治体が現在直面してい
る子どもの大きな問題は虐待であろう。 
(3) 子どもの問題に対する取り組みと解決
困難な点 
 実際に自治体が取り組んでいる、子ども
の権利条約の実施について回答したのは、
114 か所(28%)で, 他の質問項目の回答率に
比べて回答数が極めて少なかった。これは、
選択肢の中に実施されている内容が存在し
ないこともあるであろうし、実際に自治体で
取り組んでいる内容が存在しないであろう
ことも推察される。国連最終所見では、『権
限、独立性、機能、および効率性を確保する
ために利用可能な財政その他の資源....... 
人権委員会との予想される関係についての
情報が欠落している』（独立した監視パラグ
ラフ 17）ことを懸念し、『財政配分が子ども
の権利を実現するという締約国政府の義務
を履行できるものとなることを確保するた
めに、子どもの権利の視点から中央および自
治体レベルにおける予算を精査すること』
（資源配分パラグラフ 20(a)）、『子どもの権
利の優先性を反映した戦略的な予算線を設



定すること』（資源配分パラグラフ 20(b)）な
どと、子どものための予算の精査と必要な予
算ラインの設定を勧告している。また、デー
タ収集(パラグラフ 21 及び 22)の重要性も指
摘している。本調査で回答を寄せてくれた自
治体が、子どもの問題に対する取り組みを実
施していないわけではないであろう。実際、
自由記述欄には虐待を受けている子どもの
例やそれへの対応なども記述されていた。し
かし、具体的根拠に欠ける『うちの地域はだ
いじょうぶ』というような情緒的なものも多
く、戦略的かつ包括的な子ども施策を実施す
るには、自治体として子ども予算の精査や理
想とされる予算の基準が必要であろう。また、
正確な予算評価を行うためにも子どもの問
題に対するデータ収集も不可欠となる。おそ
らくこのようなデータの欠如が子ども問題
への有効な取り組みを実施に至らない要因
とも考えられる。 
 さらに、このような戦略的、包括的な施策
の作成には、自治体内における担当部署の問
題もあると推察される。自由記述にもそれが
散見される。例えば、『質問が保、幼、小、
中、高すべての子どもを対象としたものだと
考えられるが担当が違うので答えにくい』、
電話での問い合わせでも同様に『どこにアン
ケートをまわせば良いかわからない』などが
あり、予算についてもすべての年齢段階で把
握しているところはほとんどなかった。子ど
もの問題が、年齢に関係なく虐待が存在し、
そのときの対応として、幼児に対するものと
中・高校生からの被害の訴えでは異なるであ
ろう。インターネットによる有害情報の問題
も年齢に関係なく被害が広がることを考え
れば、今までの縦割り行政では対応しきれな
い子どもの問題と対応が必要となる。これら
に対応するべく、「子ども課」などの部署を
設置する自治体も増えているが、まだ十分と
はいえない。今後、子どもの問題と権利向上
を包括的に対応する仕組みが必要であろう。 
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